
 

○福井県工事検査規程 

昭和40年４月１日福井県訓令第19号 

最終改正 令和７年３月28日訓令第９号 

（趣旨） 

第１条 県が工事の請負契約を締結した場合における給付の完了の確認のための検査（以下「工事

の検査」という。）については、地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和

22年政令第16号）および福井県財務規則（昭和39年福井県規則第11号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この訓令の定めるところによる。 

（工事検査職員） 

第２条 工事の検査を厳正かつ適正に行うため、会計局工事検査課に工事検査職員を置く。 

２ 前項の工事検査職員のほか、別表第１の左欄に掲げる本庁の課および別表第２の左欄に掲げる

かいに工事検査職員を置き、それぞれ各表の右欄に掲げる職にある者のうちから知事またはかい

の長（以下「かい長」という。）が適当と認めて選任した者とする。 

３ 知事またはかい長は、第１項もしくは第２項の工事検査職員に事故があるとき、または当該工

事検査職員が欠けたときは、臨時に工事検査職員を任命するものとする。 

４ かい長は、前項の規定により臨時に工事検査職員を任命したときは、その旨を知事に報告する

ものとする。 

５ 別表第１の右欄に掲げる職にある者および別表第２の右欄に掲げる職にある者のうち、福井県

一般職の職員等の給与に関する条例施行規則（昭和32年福井県人事委員会規則第１号）別表第11

に掲げる職にある者その他知事が工事の検査の必要に応じて別に定める者は、第１項の工事検査

職員を兼ねるものとする。 

６ 契約担当者（規則第２条第５号に規定する者をいう。）は、規則第185条第１項の規定により工

事の検査を命ずるときは、第１項もしくは第２項の工事検査職員または第３項の規定により臨時

に任命された工事検査職員にこれを命じなければならない。 

７ 知事は、規則第185条第２項の規定により、契約担当者の所属の職員以外の職員に工事の検査を

命ずるときは、第１項の工事検査職員にこれを命ずるものとする。 

８ 第６項の規定は、規則第185条第４項の規定による既済部分に係る工事の検査について準用する。

この場合において、かい長が所掌する工事の検査の事務については、当該かい長が行う。 

（委託検査等） 

第３条 契約担当者は、工事の検査を自ら行うとき、または県の職員以外の者に委託して工事の検



 

査を行わせるときは、この訓令の定めるところによらなければならない。 

（検査の内容） 

第４条 工事の検査は、工事の出来高を対象とし、当該出来高を工事請負契約書、仕様書、設計書

その他関係図書（これらに記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）を含む。）と対比してその適否を判定すると

ともに、これに関連して当該工事の費用の経理および当該請負契約の履行が妥当であるか否かを

調査して行うものとする。 

（検査の種類） 

第５条 工事の検査の種類は、次のとおりとする。 

(１) 完成検査 

(２) 一部完成検査 

(３) 既済部分検査 

(４) 中間検査 

２ 完成検査は、完成した工事について行う。 

３ 一部完成検査は、工事が一部完成し、かつ、当該完成部分が可分である場合において、当該完

成部分についてその引渡しがなされるときに行う。 

４ 既済部分検査は、工事の完成前に当該工事の既済部分に対し代価の一部を支払う場合に行う。 

５ 中間検査は、工事の施工の中途において契約担当者が必要と認める場合に、契約担当者が指定

する部分の出来高に対して行う。 

６ 前４項の検査を行うに当たっては、必要に応じ、当該工事の受注者の経理および請負契約の履

行の状況全般について調査を行うものとする。 

（検査の実施） 

第６条 工事の検査は、すべて実地について行うものとする。ただし、災害その他やむを得ない理

由により実地について検査をすることができない場合においては、別に定める方法により検査を

行うことができる。 

２ 前項本文の場合においては、必要に応じ、次の各号に掲げる方法により検査を行い、工事の出

来高の適否を判定しなければならない。 

(１) 工事の施工の記録、写真およびその他の資料の調査 

(２) 工事の出来高の測量 



 

(３) 工事の出来高に係る工事材料の規格、品質、強度および性能等の試験ならびに数量の調査 

(４) 工事の出来高の強度、耐圧、地耐力または漏水等の試験 

(５) 工事の出来高の一部破壊（掘削および工事材料の抜取りを含む。） 

３ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない場合には、工事材料の製造者もしくは適当な試験機関

の試験（検定を含む。）もしくは検査またはこれらの記録をもって前項第３号または第４号に掲

げる方法による検査に代えることができる。 

（関係職員の説明等） 

第７条 工事検査職員は、工事の検査をするため必要があると認めるときは、当該工事を所掌する

本庁の課もしくは出先機関の長または当該工事の関係職員に対して、書類もしくは物件の提示も

しくは提出または事実の説明を求めることができる。 

（必要な報告） 

第８条 工事検査職員は、当該工事の検査に基づき、工事の施工技術および施工管理の向上を図る

ため、工事関係者に対し適当な指導が必要であると認めるときは、契約担当者にその旨を報告し

なければならない。 

２ 工事検査職員は、工事の検査を通じて認知した設計上の重要な問題点および受注者の常態に関

する事項で特に必要と認めるものについては、上司に対し、率直な意見の具申をしなければなら

ない。 

３ 工事検査職員は、工事の検査の結果については、関係者以外にこれを漏らしてはならない。 

（立会） 

第９条 工事検査職員は、工事の検査の実施に当たっては、当該工事の請負金の支出命令者および

工事監督職員ならびに受注者または現場代理人および主任技術者または監理技術者の立会いを求

めなければならない。 

２ 工事検査職員は、工事の検査をするため必要があると認めるときは、当該工事を所掌する本庁

の課もしくは出先機関の長または当該工事の関係職員の立会いを求めなければならない。 

（重要事項の処理） 

第10条 工事検査職員は、工事の検査において、事態が重大であり、かつ、その処理に急を要する

と認める事項があるときは、直ちに契約担当者（規則第185条第２項の規定により工事の検査を命

ぜられた工事検査職員にあっては、知事とする。以下同じ。）に報告しなければならない。 

２ 前項の報告を受けた契約担当者は、直ちに必要な措置を講じなければならない。 

（検査復命等） 



 

第11条 工事検査職員は、工事の検査を終了したときは、その結果について速やかに復命書を作成

し、当該工事の契約担当者に提出しなければならない。 

２ 工事検査職員は、完成検査、一部完成検査または既済部分検査を終了し、当該請負契約の履行

を確認したときは、検査調書（規則第185条第８項の検査調書をいう。）を作成し、当該工事の契

約担当者に提出しなければならない。 

（工事の修補請求等） 

第12条 工事検査職員は、工事の検査の結果、その出来高が、工事請負契約書、仕様書、設計書そ

の他関係図書（これらに記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）の内容と相違し、また

は不完全と認めるときは、契約担当者に工事の修補が必要な旨を報告しなければならない。 

２ 前項の規定により報告を受けた契約担当者は、受注者に工事の修補を求めなければならない。 

３ 前項の規定により受注者に工事の修補を求めた契約担当者は、当該受注者から工事の修補が完

了した旨の届出があったときは、改めて必要な完成検査を行わなければならない。 

（県直営工事への準用） 

第13条 県の直営工事の検査については、別に定めるもののほかこの訓令の規定を準用する。 

附 則 

福井県土木工事検査員設置規程（昭和37年福井県訓令第20号）は、廃止する。 

附 則（平成５年訓令第９号） 

この訓令は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年訓令第９号） 

この訓令は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年訓令第12号） 

この訓令は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年訓令第11号） 

この訓令は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成10年訓令第12号） 

この訓令は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年訓令第18号） 

この訓令は、平成11年５月17日から施行する。 

附 則（平成12年訓令第９号） 

この訓令は、平成12年４月１日から施行する。 



 

附 則（平成13年訓令第12号） 

この訓令は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年訓令第17号） 

この訓令は、平成13年７月27日から施行する。 

附 則（平成14年訓令第27号） 

この訓令は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年訓令第５号） 

この訓令は、平成15年３月７日から施行する。 

附 則（平成15年訓令第７号） 

この訓令は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年訓令第20号） 

この訓令は、平成15年６月１日から施行する。 

附 則（平成16年訓令第11号） 

この訓令は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年訓令第11号） 

この訓令は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年訓令第１号） 

この訓令は、平成18年１月20日から施行する。 

附 則（平成18年訓令第20号） 

この訓令は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年訓令第９号） 

この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年訓令第４号） 

この訓令は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年訓令第11号） 

この訓令は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年訓令第４号） 

この訓令は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年訓令第24号） 

この訓令は、平成21年７月１日から施行する。 



 

附 則（平成22年訓令第９号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年訓令第７号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成23年５月17日から施行する。 

附 則（平成24年訓令第３号） 

この訓令は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年訓令第９号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年訓令第２号） 

この訓令は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年訓令第２号の２） 

この訓令は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年訓令第３号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年訓令第４号） 

この訓令は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年訓令第11号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年訓令第15号） 

この訓令は、平成26年８月19日から施行する。 

附 則（平成27年訓令第５号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成27年５月19日から施行する。 

附 則（平成27年訓令第12号） 

この訓令は、平成27年６月２日から施行する。 

附 則（平成27年訓令第13号） 

この訓令は、平成27年７月７日から施行する。 



 

附 則（平成28年訓令第３号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年訓令第13号） 

この訓令は、平成28年５月17日から施行する。 

附 則（平成29年訓令第４号） 

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年訓令第10号） 

この訓令は、平成29年５月12日から施行する。 

附 則（平成29年訓令第15号） 

この訓令は、平成29年10月31日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日訓令第１号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年７月13日訓令第７号） 

この訓令は、平成30年７月13日から施行する。 

附 則（令和元年５月31日訓令第１号） 

この訓令は、令和元年６月１日から施行する。 

附 則（令和元年７月５日訓令第12号） 

この訓令は、令和元年７月５日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日訓令第３号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月14日訓令第12号） 

この訓令は、令和２年４月14日から施行する。 

附 則（令和２年12月１日訓令第19号） 

この訓令は、令和２年12月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日訓令第４号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月20日訓令第９号） 

この訓令は、令和３年４月20日から施行する。 

附 則（令和４年３月31日訓令第４号） 



 

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年８月２日訓令第９号） 

この訓令は、令和４年８月２日から施行する。 

附 則（令和５年５月21日訓令第14号） 

この訓令は、令和５年５月22日から施行する。 

附 則（令和６年３月31日訓令第５号） 

この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月28日訓令第９号） 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 

 


